
  
Ⅱ・前回の報告辞以降の 取組 

1. インフル ェ ンサ対策に関する 法的な整備 

・前回の報告言 が 取りまとめられた 平成 9 年以降、 以下のとおり、 関 

係の法律が改正されている。   
            考 )  前回報告 ヰ 以降の法改正 

          平成 ] 1 年感染症の予防及 び 感染症の患者に 対する医療に 関する i 

法律 ( 以下「感染症 法 」という。 ) の施行 

・事前対応型行政の 構築 

・感染症発生動向調査体制の 整備，確立 

・インフルエンザに 関する特定感染症予防指針の 策定 i 

          平成 15 年感染症の予防及び 感染症の患者に 対する医療に 関する           

法律及び検疫 法 の一部を改正する 法律の施行 

・感染症類型の 見直し 

・ 高 病原性 鳥 インフルエンザを 4 類 感染症として 追加 i 

・国の役割の 強化 

・検疫の強化 

; 平成 13 年予防接種法の 一部を改正する 法律の施行 

・高齢者を対象にインフルエンザを 二類 疾病として 追 ; 

加   
2. インフルエンザ 総合対策 

・国民の生命・ 健康の安全を 脅かす健康危機へ 迅速かつ適切に 対応す 

るために、 平成 9 年に当時の厚生省内で 健康危機管理体制の 基本的 

な枠組みを定めた「健康危機管理基本指針」が 策定され、 「健康危機 
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管理調整会議」において 関係部局の連携のもとで 健康危機管理対策 

に取り組む体制が 整備された。 

・平成Ⅰ「年度には、 健康危機管理調整会議の 下に「インフルエンザ 

総合対策連絡会議」が 設置され，インフルエンザに 関する特定感染 

症 予防指針に基づきインフルエンザ 総合対策が実施されることに 

なった。 インフルエンザ 総合対策では、 国、 地方公共団体、 医療関 

侠 者 等 が連携して、 サーベイランス、 普及啓発等を 含む総合的な 対 

策に取り組んでいる。 

3. 発生情報の収集、 分析及び還元 

[ 国内のサーベイランス ] 

・平成 1 ] 年の感染症法施行に 伴い、 インフルエンザは 定点報告の対 

象であ る 4 類 感染症 ( 現行法の 5 類 感染症 ) に位置付けられ、 それ 

までの小児科定点に 加え内科も定点として 追加された。 これにより、 

成人 ( 高齢者を含む ) のインフルエンザも 届出の対象になるととも 

に 、 定点数も従来の 小児科 2, 400 ヵ所から内科約 2, 000 を 

含む 5, 000 カ所に拡充された。 また、 平成 1 5 年の感染症法 政 

正により、 高 病原性 鳥 インフルエンザが 4 類 感染症に位置付けられ、 

全数届出の対象となった。 

・感染症 法 に基づく 週 単位の届出とは 別に、 平成「「年度より「イン 

フル ェンザ による患者数の 迅速把握事業」を 立ち上げ、 インターネ 

、 ソト 経由で約 5 00 カ所の医療機関より 毎日の患者数の 報告を受 

け 、 迅速な流行把握を 行っている。 

  インフルエンザの 社会へのインパウ ト を早期に探知するため、 平成 

Ⅰ「年度 よ り「インフルエンザ 関連死亡数迅速把握事業」を 実施し、 

全国 1 4 大都市におけるインフルエンザによる 死亡及び肺炎によ 
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る 死亡の迅速な 把握を行っている。 

・新型インフルエンザウイルスの 侵入を監視するため、 平成 1 0 年度 

より「 ブタ における動物 ( 鳥 ) インフルエンザウイルスに 対する H 

1 抗体保有状況調査」を 実施している。 

・インフルエンザウィルス 流行分離株の 収集及び分離株の 抗原解析・ 

遺伝子解析を 目的として，国立感染症研究所及び 地方衛生研究所の 

連携のもと実施されている「インフルエンザ 株 サーベイランス」に 

ついても、 最新の遺伝子解析技術を 逐次取り入れながら・インフル 

ェ ンザ遺伝子の 解析を実施している。 

[ 目標的なサーベイランスに 関する取り組み ] 

・ WHO 世界インフルエンザ ，サーベイランス・ネットワーク (WH 

0  G l o b a l  [ n f l u e n z a  S u r v e i l l a n 

c e  Ne t wo r k 昭和 27 年設立 ) は、 日本を含む 4 つの WH 

0 インフルエンザ 協力センター ( 後述 : Ⅸ 章 参照 ) と国家インフル 

ェンザ センタ一であ る百数十の研究所を 結んで，世界におけるイン 

フルエン サ のサーベイランスと 対策に取り組んできている。 これに 

より毎年のインフルエンザワクチン 株の選定が行われるほかに、 新 

型ウィルスへの 警告と対応についても 協力体制が敷かれている。 さ 

らに、 電子的なサーベイランスネットワークシステムであ る F l u 

一 n e t ( 平成 9 年～ ) が整備され、 より迅速なチータの 共有が 可 

能 となり、 日本もそのメンバーとして 参加している。 

・ WHO 世界インフルエンザプロバラム (WHO  G l o b a     

n f l u e n z a  P r o g r amme) が，平成 1 4 年、 インフ 

ルエンザサーベイランスとコントロールに 関する会合を 開催し、 こ 

れを受け，平成 1 5 年度 WHO 総会において、 インフルエンザパン 

デミックの期間におけるワクチン & び抗 インフルエンザウイルス 
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薬の使用の WHO ガイドライン 等を含むパンデミック 対策につい 

て合意し、 毎年のインフルエンザ 流行とともにパンデミック 対策を 

強化することが 採択された。 

4. 情報の提供 

・平成 1 1 年度より、 インフルエンザ 総合対策の一環として、 インフ 

ルェンザ シーズンにあ れせて、 ホームページの 開設、 ポスタ一の 作 

成 ・配布、 Q& 、 A の作成・公表、 インフルエンザ 施設肉感染予防の 

手引きの作成・ 公表、 電話・メール 等による相談事業の 実施等の晋 

及 啓発活動を実施している。 

  平成 ] 5 年度に、 健康危機管理支援情報システムの 開設、 多元電話 

会議システムの 導入等により、 健康危機発生時の 情報交換の強化を 

図った。 

5. ワクチン 

・厚生科学研究事業において、 「インフルエンザワクチンの 効果に関 

する研究」 0 平成 9 ～ 1 1 年度 主任研究者 神谷 宵 ) が実施され、 

我が国でも高齢者等へのワクチン 接種の有効性が 確認された。 

・この知見に 基づき、 高齢者等に対する 積極的な接種勧奨が 実施され 

るとともに、 平成 1 3 年には予防接種法が 改正され、 法律に基づき 

高齢者に対するワクチン 接種が実施される よう になった。 

・平成 ] 2 年からは、 インフルエンザワクチン 需要検討会において 需 

要 量を予測し、 その推定値に 基づく計画的なワクチン 製造が実施さ 

れるようになった。 

・平成 1 1 年度補正予算の 補助金により、 新型インフルエンザワクチ 

ン製造に必要なバイオセーフティレベルの 確保を目的として、 製造 
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施設の整備が 行われた。 

・平成 6 年にインフルエンザが 予防接種法の 対象疾患でなくなったこ 

とを契機として、 我が国では，インフルエンザ ワ クテンがほとんど 

製造されなくなっていた。 その後、 我が国でも、 高齢者等へのイン 

フル ェンザ ワクチンの有効性が 確認されたこと 等を契機として、 イ 

ンフル ェンザ ワクチンは増産され、 平成 1 5 年度の製造量は 約 1   

48 1 万本まで回復した。 

・平成 1 0 年度より、 新型インフルエンザが 出現した際に、 緊急にワ 

クチンを製造できるようにすることを 目的として，抗体産出 能 を低 

下させることなく 増殖能の高いウイルス 株を選別・保存する「新型 

ウイルス系統調査・ 保存事業Ⅰを 開始した。 

・国立感染症研究所においても、 新型インフルエンザワクチンの 開発 

に 必要となるリバース・ジェネティクス 技術 (W 毒 化に必要な遺伝 

子操作技術 ) に関して、 特許権 の問題は残るものの、 同技術につい 

ては修得している。 

， 高 病原性 鳥 インフルエンザウイルスの 人への感染事例が 発生した 際 

に 、 そのウイルスを 用いて、 WHO の主導のもと、 リバース・ジェ 

ネティクス技術を 用いた 弱毒 株の作成、 弱 毒型高 増殖性 A/H5N 

1 ワクチン候補株の 開発及び抗血清の 作成が行われている。 

，肺炎球菌はインフルエンザに 合併する二次細菌感染症の 主要な 起炎 

菌 であ ることから、 肺炎球菌ワクチンの 接種について ，厚生労働 科 

学 研究にて検討が 行われている。 

6. 検査 

，平成 1 1 年以降、 インフルエンザ 迅速診断キットが 薬事法上の承認 

を 受け、 インフルエンザ 患者の診療に 広く使用されるようになった。 
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( 平成 1 5 年度は約 ] , 550 万人分が供給された。 ) 

  
・全国の地方衛生研究所等において、 PCR 汝等の遺伝子増幅検査の 

実施体制が整備された。 より迅速な検査が 可能な LAMP 法にっ い 

てもインフルエンザの 五 型の検査への 対応が期待されている。 

7. 抗 インフル ェンサ ウイルス 薬 

・平成 1 0 年に、 塩酸アマンタジンの A 型インフル ェンサ への効能 追 

加 が行われ、 その後、 ザ ナミビル水和物 ( 平成 ] 1 年承認 ) 、 リン 

酸ナセルタミビル ( 平成 1 2 年承認 ) といった新薬も 開発され、 イ 

ンフル ェ ンザ患者の診療に 広く使用されるようになった。 

( 参考 ) 

  リン酸ナセルタミビル ( 平成 1 5 一 「 6 年確保 量 約 1 . 420 万 

大介 ) 

・ザナミビル 水和物 ( 平成 1 5 一 ] 6 年確保 量 約 3 6 万人分 ) 

・塩酸アマンタジン ( 供給されているものの 大部分は、 脳梗塞後遺症 

や パーキンソン 症候群の治療薬として 流通 ) 

8. 医療体制の整備 

・平成 1 1 年 4 月に感染症 法 が施行され、 感染症 沃 に基づく医療体制 

の 整備が進められており、 現在の感染症指定医療機関の 数は以下の 

とおりであ る。 ( 平成「 6 年 6 月現在 ) 

( 参考 ) 感染症指定医療機関の 指定状況 

特定感染症指定医療機関 (2 医療機関 6 床 ) 

第一種感染症指定医療機関 (1 6 医療機関 30 氏 ) 

第 _ 種 感染症指定医療機関 (303 医療機関 1 , 7 ,t 0 床 ) 
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